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Ｃ領域Ｂ領域Ａ領域

（１）北九州市・新ビジョンの
実現

・新ビジョンの周知・浸透、
推進体制の構築、進捗管理
及び取組の見直しを適切に
実施

・各局の施策・事業が効果的に
作用するよう、横串機能を
発揮

・政策局職員の政策立案能力の
向上及び市長公室とも連携し
ながら横串機能を強化

（６）北九州市立大学の
安定的・長期的な大学経営

・人件費増や物価高騰、 施設の
老朽化等を踏まえた安定的・
長期的な大学運営に向けた点検

（１）特区制度を活用した
ルールメイキング

・「宇宙」や「ディープテック」
など新たな分野における
規制改革やグレーゾーンの
明確化

（１）ふるさと納税の寄附受入
額の増加

・事務負担の最小化を図りな
がら、寄附受付サイトの拡充
を検討

（３）国際関連施策の
庁内情報共有の推進

・市役所内の国際関連施策
情報を収集・整理・共有

・実効性の高い取組を行う
ためのテーマ別ワーキング
グループの開催

（２）北九州都市圏域の
情報発信

・北九州都市圏域の認知度と
魅力の更なる向上を目指し、
積極的な情報発信を実施

（２）SDGsの推進
「周知」から「実践」、「官」から「民」へ

・官民の適切な役割分担の下、
企業などの取組を後押しする
仕組みづくりを検討

（４） 国際関連施策の効率的・
効果的な実施

・国際交流、国際ビジネス、多文化
共生などの取組について、組織
横断的な検討・整理

（３）広域連携事業の推進

・福北連携、関門連携、連携中枢
都市圏域などの連携強化

・実効性のある新たな連携事業
の推進

（５）アジア成長研究所及び
北九州国際交流協会の運営
の在り方検討

・それぞれの団体の求められる
役割に応じ、効率的・効果的
な運営の在り方を検討

外郭
団体等
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局区Ｘ方針〈政策局〉 

 

 

１ 組織の使命（どのような役割を担うのか） 

政策局は、新ビジョンで掲げた都市像の実現に向け、各部局が取り組む組織横断的な政                                          

策についての総合調整と牽引の役割を担っており、新ビジョンの周知・浸透を図るととも

に、適切な進行管理を行う。 

目下、市の最大の課題である人口の社会動態のプラス転換を目指し、政策局では、２０

代の若者人口の改善のため、北九州市立大学の新学部の設置や特色の異なる市内１０大学

の連携促進による魅力の向上や、Ｚ世代の若者のチャレンジを応援し、その価値観や行動

傾向を本市のまちづくりに活かしていく。また、大学や企業とも連携しつつ多文化共生を

推進し、外国人の受入れ・定着の環境を整える。 

更に福岡市・下関市・北九州都市圏域との連携（メガリージョン）により、都市力を強

化し、エリア全体の繁栄を目指すとともに、「ＳＤＧｓ」「特区」など、本市の強みを活か

した取り組みにより「成長と幸福の好循環」を実現する。 

 

 

２ 課題と背景 

課題Ａ（１） 

①  課題名 

  ふるさと納税の寄附受入額の増加 

②  課題の内容 

  現在、楽天など６つの寄附受付サイトで受付。他都市に比べ受付サイト数が少なく、

寄附受入額の伸び率鈍化の要因の一つとなっている。 

③ 課題の背景 

  寄附受付サイトが多いほど、寄附額が増加するため、サイトの拡充が必須。 

  サイトを増やすことを検討しているが、多数の寄附受付サイトの維持・管理を２名の

専任職員（係長１、職員１）で行っているため、内部事務に追われ、サイトの拡充に対

応困難な状況。本業の新規返礼品の発掘、シティープロモーションにも時間が割けない

状況にある。 

④ 課題に対する取組み 

  内部事務を軽減する方策として、現在、かなりの時間を要している返礼品の登録・変

更事務に関し、入力や確認が効率的に行える新しいシステムを導入。（令和６年８月から

運用開始予定） 

  また、返礼品の受発注を一元管理できる共通システム（ふるさと納税DO）を採用して  

いる寄附受付サイトの中から有力なサイトを選定することで、事務の増加を最小限と

し、サイトを増やすことを検討中。 
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課題Ａ（２） 

① 課題名 

  北九州都市圏域の情報発信 

② 課題の内容 

  北九州都市圏域についてサイトを開設し、情報発信を行っているが、アクセス数が伸 

びず、目的である認知度の向上と魅力の発信につながっていない。 

③ 課題の背景 

  各市町の情報（観光やイベント等）については、それぞれの市町の広報・ＨＰ等で情

報発信しており、各市町が北九州都市圏域としての情報発信（積極的な情報提供）まで

辿り着いていない。また、圏域目線での独自のコーディネートが不十分であり、差別化

や優位性が図れていない。 

④ 課題に対する取組み 

  各市町とオンラインなどを活用した協議の機会を増やすことで、圏域としての気運を

高める。 

また、認知度の向上や魅力の発信ため、SNSなどの動画と連携した若者向けの広報など                                        

について、実施の意義や継続性、効果などについて分析し、実施の有無について検討を

進める。 

 

課題Ａ（３） 

① 課題名 

  国際関連施策を効果的に展開するための庁内情報共有の促進 

② 課題の内容 

  グローバル挑戦都市の実現に向け、これまで以上に、多くの部署が単独または横断的

に国際事業に取組むことが想定され、幅広かつ積極的、また効率的に庁内の国際関連施

策情報を収集・整理・共有することが必要。 

③ 課題の背景 

  国際関連施策を実施するにあたり、現状の担当部署間では随時情報交換等を行ってい

るが、当課で得た情報の整理が不十分かつ一元化されておらず、担当部署等からは、情

報を広く適時に共有することの必要性や、情報共有による効果的な事業展開の重要性が

求められている。 

④ 課題に対する取組み 

  令和６年度より、kintone などのデジタルツールを活用し、情報の収集・整理を積極的

に行うとともに、見える化して容易に共有できるようにする。また、この情報から、実

効性の高い取組みにつながるテーマ別ワーキンググループを開催するなど、効率的・効

果的な国際関連施策を実施していく。 
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課題Ｂ（１） 

① 課題名 

  特区制度を活用したルールメイキング（規制改革・グレーゾーンの明確化） 

② 課題の内容 

  新ビジョンに掲げる「稼げるまち」の実現に向け、「宇宙などの未来産業の振興」や 

「ディープテック（革新的な技術）の活用」などの分野におけるルールメイキング 

（規制改革・グレーゾーンの明確化）に取り組む必要がある。 

③ 課題の背景 

  北九州市は、国家戦略特区の指定を受け、これまで国に対して規制改革の提案を行い、

実現してきた。しかしながら、宇宙やディープテックなど前例がない分野では、規制の有

無やその解釈が不明瞭であること、また、技術開発などの障害となる「岩盤規制」がある

ことなどが課題となっている。 

④ 課題に対する取組み 

宇宙やディープテックなど新たな分野に係る技術開発やビジネスの障害となる法規制

やグレーゾーンについて、大学や企業等と連携して調査研究を行い、特区制度を活用して

新たな規制改革やグレーゾーンの明確化を提案することで、全国に先駆けたルールメイキ

ングを推進する。 

 

課題Ｂ（２） 

① 課題名 

  ＳＤＧｓの推進～「周知」から「実践」へ、「官」から「民」へ～ 

② 課題の内容 

  ＳＤＧｓの推進につながる社会課題の解決に向け、官民の適切な役割分担の下、その

担い手となる企業などの取組を後押しする仕組みづくりが必要である。 

③ 課題の背景 

  ＳＤＧｓの市民認知度が９０％を超える一方、「社会課題を意識し、行動する人の割

合」は４０％を切っており、２０３０年までの目標達成に向け、「周知」から「実践」に

フェーズを移行する時期に入っている。また、これまでは、北九州市（官）が事業費の

多くを負担してきたが、近年、金融機関など（民）が社会課題の解決を実践する企業に

対し、積極的に投融資を行うようになっている。 

④ 課題に対する取組み 

  これまで補助金（公的資金）により、企業のＳＤＧｓの取組みを支援してきたが、金融

機関の投融資により事業資金を確保するという「民間資金の活用」に変革するため、令和

６年７月から「北九州市サステナブル経営認証制度」の運用を開始した。 

  また、ＳＤＧｓ関連情報の集約・発信やマッチング、相談窓口となっている「北九州Ｓ

ＤＧｓステーション」については、その機能を維持しつつ、これまでの実績（相談件数・

内容など）や他都市の事例を分析の上、デジタル化も含め、より簡素で効率的な運用を目

指していく。 

※市政変革推進プランに基づき、令和６年度に経営分析を行う。 
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課題Ｂ（３） 

① 課題名 

  広域連携事業の推進 

② 課題の内容 

  広域連携による事業推進や事務・事業の効率化は必要とされているが、連携に伴う手

間や経費、分担割合などの理由で連携自治体の拡大や新たな取り組みが進まない。 

③ 課題の背景 

  新ビジョンでは、メガリージョンの推進は「稼げるまち」の軸の一つとなっている。 

  福北連携、関門連携、連携中枢都市圏域をはじめ都市・都市圏との連携を進めていく

必要があるが、実施できる項目は実施しており、実効性のある新たな連携事業等が進ん

でいない。 

④ 課題に対する取組み 

  連携自治体との勉強会や会議を開催する。 

北九州市役所内においては、連携の可能性の高い部門と意見交換を行うとともに、連

携事業の予算確保に際して協力して財政当局との協議・調整にあたる。 

 

課題Ｂ（４） 

① 課題名 

  国際関連施策の効率的・効果的な実施 

② 課題の内容 

  国際関連施策の中には、過去の実績や関係性を考慮した交流等が長く継続しているも

のもあり、限られた予算や人員の中で、効果的な国際関連施策実施の在り方について検

討・整理が必要。 

③ 課題の背景 

  市政変革に向けた経営分析において、国際関係施策は庁内横断的な取組みによる効果的

な実施が期待されるとともに、新ビジョンの推進に向けて、実効性が高い取組みの推進が求

められている。 

④ 課題に向けた取組み 

従来からの海外ネットワークのあり方や関わり方の検証・経営分析等を関連部署と行い、

国際交流、国際技術協力、国際ビジネス、多文化共生などの取組みについて、必要な見直し・

充実を図る。 

※市政変革推進プランに基づき、令和７年度に経営分析を行う。 
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課題Ｂ（５） 

① 課題名 

  アジア成長研究所及び北九州国際交流協会の運営の在り方検討 

② 課題の内容 

  国際政策課所管の外郭団体「アジア成長研究所」と「北九州国際交流協会」につい

て、北九州市が目指す都市像の実現や市政変革の取組みなどの内部環境や、変化の速い

世界情勢や外国人が増加するなどの外部環境を踏まえ、それぞれの団体の求められる役

割に応じ、効率的・効果的な運営の見直しが必要。 

③ 課題の背景 

  市政変革の取組みにおいて、外郭団体は変革のクラスターの一つとなっている。アジ

ア成長研究所、北九州国際交流協会それぞれにおいて、その存在意義や時代の変化への

対応状況などの把握、今後の運営の在り方に向けた議論が必要。 

④ 課題への対応 

  令和６年度に各外郭団体の存在意義や時代の変化への対応、求められている役割な 

ど、経営分析を行い、北九州市が目指す都市像の実現に向けた変革を中長期スパンで行

う。 ※市政変革推進プランに基づき、令和６年度に経営分析を行う。 

 

課題Ｂ（６） 

① 課題名 

  北九州市立大学の安定的・長期的な大学経営 

② 課題の内容 

  平成１７年度に独立行政法人化した市立大学が安定的・長期的に運営できるよう、本

市は、運営費交付金や施設整備補助金により財政支援を行っているが、昨今の人件費増

や物価高騰の要因、施設の老朽化等により、安定的な大学運営に課題がある。 

③ 課題の背景 

  大学の教職員の給与は、市職員や国立大学教員の給与水準に準じており、近年、人件

費が増加、また、昨今の物価高騰により光熱水費も増加している。 

さらに、北方キャンパスを中心として施設の老朽化もかなり進んでおり、適切な点

検・修繕費用が必要である。 

④ 課題に対する取組み 

  現状、北九州市立大学の歳入の約３割を占める運営費交付金（市負担）が適正な規模

であるか等について、他の公立大学の状況や新学部の創設などの要素を踏まえて、安定

的・長期的な大学運営に関する点検を行う。 

※市政変革推進プランに基づき、令和８年度に経営分析を行う。 
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課題Ｃ（１） 

① 課題名 

北九州市・新ビジョンの実現 

② 課題の内容 

新ビジョンに掲げた目指す都市像の実現に向け、３つの重点戦略に基づく取組を着実

に推進するためには、新ビジョンの周知・浸透、推進体制の構築、進捗管理および取組

みの見直しを適切に行う必要がある。 

③ 課題の背景 

目指す都市像の実現に向けては、北九州市に関係する全てのステークホルダーに新ビ

ジョンの周知・浸透を図り、市全体が一丸となって取組を推進する必要がある。 

また、急速な時代の変化に対応していくためには、適時、新ビジョンの進捗を把握

し、取組の見直しを行っていく必要がある。 

新ビジョンの取組の先頭にたつ北九州市役所においては、新ビジョンを所管する政策

局が中心となって、各局の施策・事業が効果的に作用するよう横串機能を発揮していく

必要がある。 

④ 課題に対する取組み 

職員研修、出前講演、PR動画など、様々な機会・ツールを使って、ステークホルダー                                       

への新ビジョンの周知・浸透に取り組む。 

市役所内に組織横断的な新ビジョンの推進本部を設置するとともに、各分野の有識者

等による会議を設置し、新ビジョンの推進や検証を行う。 

職員の政策立案能力の向上や市内外の情報収集に努めるとともに、市長公室とも連携

しながら、横串機能の強化を図る。 


